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本マニュアルの位置付け～本マニュアルの役割と利用方法～

第１ マニュアルの目的と全体の構成
災害時に、被害の軽減、迅速かつ円滑な応急対策を実施するうえで、配備の

決定、災害対策本部の設置、職員の参集、的確な避難誘導・指示等の初動期に
おける対応は非常に重要となる。

本マニュアルは、過去の大規模な災害において最も重要で、かつ混乱が予想
される発災より数時間、半日、１～２日までの初動対応期を念頭に構成してい
る。

なお、３日以降に行われる災害応急対策については、「喜茂別町地域防災計
画」に基づいて対応する。

（参考）応急対策の流れ

発災より数時間
職員の動員と同時に、およその被害状況等の情報が収集され、災害対策本部

が設置される時期
発災より半日
災害対策本部が設置され、組織的に更に詳細な情報が収集される。災害対策

本部の設置により、応急対策の活動方針が決定され、給水等一部の応急活動が
展開される時期

１～２日
本格的に初動期の応急活動が開始される時期
３～６日
継続的に応急活動が行われ、交替要員の確保等、継続的に活動を行うための

対策が必要となる時期
１週間
広報、相談窓口等、各種の住民への支援活動や活動のとりまとめ、活動の経

費負担等の活動が中心となり、応急対策活動から応急復旧、日常業務へ移行す
る時期
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１ 職員の責務
災害対策は、国、道、町及び公共機関等多くの機関がそれぞれの役割を分

担し、協力して実施するものであり、このなかで町は、住民の生命、身体及
び財産を、災害から保護するという重要な責務を担っている。

そのため、町は災害に関する情報収集をもとに、局地的な（町域での被害
が限定される）災害か、あるいは広範囲に及ぶ災害であるかを総合的に判断
し、職員としての役割を早期に実施できる対応が求められる。

こうした職員の責務を踏まえ、初動活動では、特に次のような点に心がけ
る。

(1)  まずは身近な人の理解を得る
災害時に自らの職務を全うするため、まず、平素から家族等の身近な人

へ職務の重要性について理解を得るとともに、自宅等の防災対策や応急措
置、近隣者との協力体制等について確認しておく。

(2) 町災害対策本部員としての自覚
災害対応のために参集する時点から、職員一人ひとりが「喜茂別町災害

対策本部員」であることを自覚し、個々の対応すべき役割を十分に把握し
ておく。

(3)  気象・地震情報に注意する

テレビ、ラジオ等により気象・地震に関する情報、ニュース等に注意し、

災害の発生、又は発生しそうなことを知ったときは、課長等と連絡をとる

などして、防災に関する指示を積極的に知るように努める。

(4) 迅速な対応に心がける

災害時における初動対応は、住民の生命、身体及び財産の保護を第一に

考え、災害対策への時期を逸することのないよう、迅速かつ的確な行動を

とることが大切である。

特に災害発生時、又は災害が発生する可能性があると考えられる状況に

なった場合には、あらかじめ指定された場所に参集（勤務時間内の場合に

は、通常業務を停止して参集）して災害対応にあたるよう心がける。状況

により指定された場所への参集が困難な場合は、最寄りの避難所等に参集、

課長等と連絡をとり、その指示に従って行動する。

(5)  勤務体制の維持及び所在の確認
災害時においては、勤務時間が終了しても退庁は課長等の指示に従う。

また、勤務場所を離れる場合、又は離れている場合でも、常に所在を明

らかにし、連絡体制の確保に努める。

なお、消防団員を兼ねている職員は、災害の状況等により消防団員とし

ての任務にあたる場合も想定され、その判断については、課長等の指示に

よる。

(6) 参集途中でも情報収集を
災害時には、少しでも多くの確かな情報が必要であり、参集途上の状況

を確認し、被災把握に努める。
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(7)  関係機関との協力

災害時においては、他の部署や外部の関係機関と連絡を密にし、情報を

共有しながら、協力して対応する。

また、いざというときに速やかな連携が図れるよう、普段から連絡を密

にしておく。

(8)  親切な対応
被災者のなかには平常心を失い、パニック状態に陥っている方もいるこ

とを想定し、できるだけ丁寧な対応を心がける。
特に、災害による家族の死亡や財産損壊による精神的打撃を考慮し、温

かい配慮で接し、軽率な言動は慎む。
(9) 報告は忘れずに

災害時は、職場が騒然として上司に対する報告を忘れがちになるため、

大事なことは早く報告する注意が必要である。また、関係機関への通報は

確実に行うように心がける。

(10) 言動や記録への注意 

自らの不用意な言動や情報で、住民に不安や誤解を与え、信用を失うこ

とのないように、発言には細心の注意を払う。

特に災害に関する情報は、確実性のないことについて発言をしない。間

違った情報は、現場に混乱を招き、二次、三次の災害を招くことにもなり

かねないので、風評被害の根源にならないよう注意する。

また、収集した情報について「いつ時点のものか」がわかるよう、収集

した場所や時間経過等を確実に記録しておく。

確実に行うように心がける。

(11) 勤務時間外に災害が発生した場合

計画で定める本部設置後の配備体制に基づき、家族等の安全を確保した

うえで、直ちにあらゆる手段をもって勤務場所等に参集する。

ただし、家族等の身の安全が確保できず、参集することが困難な場合は、

直ちに課長等にその旨を報告し、家族等の安全が確認され次第、速やかに

参集する。
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第２ マニュアルの全体構成
本マニュアルは、時系列ごとのテーマを基に３つの段階でマニュアルを構成す

る。
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【第１段階：職員の参集】～警戒・非常配備体制による参集～

第１ 非常配備体制
１ 配備体制について

災害が発生、又は発生するおそれがある場合に、本部長（町長）は、災害、
気象、水象、地象に関する情報、地域情報等をもとに、非常配備体制を強化
するとともに、必要な職員の参集を行う。（非常配備体制の基準は次のペー
ジを参照）

なお、災害対策本部を設置した場合は、設置した旨を直ちに本部員並びに
防災会議構成機関、後志総合振興局長、その他防災関係機関及び住民に対し
電話、北海道防災情報システム、文書、その他の方法で通知及び公表するこ
ととし、廃止した場合の公表についても、設置の場合に準じて公表する。

２ 配備体制における指揮者
本部長（町長）不在時の指揮命令系統を確立するため、職務代理者を次の

ように定めて配備体制を決定する。

図表 本部長（町長）不在時の職務代理者（代理順位）
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図表 非常配備体制の基準

注 被害の状況等により、上記基準により難いと認められる場合においては、
臨機応変の配備体制をとる。
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第２ 職員の参集・動員
１ 参集の流れ①（風水害・雪害等の場合）

２ 参集の流れ②（地震災害の場合）
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３ 参集・動員要領
(1) 災害発生時における参集場所

参集場所は、原則として勤務場所とし、状況に応じて、最寄りの施設や
避難場所に参集する。（避難場所はP.〇〇参照）

(2)  参集・動員の流れ
ア 統括班長は、本部長（町長）の非常配備決定に基づき、本部員（各班
長）へ本部の設置及び非常配備の規模（非常配備1～3）を通知する。

イ 通知を受けた各班長は、班内の各職員へ内容を通知し、非常配備の規
模に応じて職員の参集を行う。そのため、各課等では、あらかじめ課内
等での動員（招集）系統を確立しておく。

ウ 各班長より通知を受けた職員は、直ちに所定の配備につく。
なお、非常登庁を要する事態に際しての留意点は次のとおりである。

⇒（例）「第2非常配備体制です」と連絡が入った場合は、その配備職員
が参集し、その他の者は自宅に待機する。（本部の配備基準はP.〇参
照）
⇒ 時間外の地震発生時は、原則としてテレビ等で確認し、自主参集
（例）停電等でテレビが見られない場合は、携帯ラジオ等や自宅周辺の
状況を確認し、判断のうえで登庁する。

エ 災害時の状況及び応急措置の推移により、必要に応じて各班相互に協
力応援体制を確立する。
そのため、各班は動員可能者数を把握し、統括班へ通報するとともに、

必要に応じて 統括班へ応援要請を行う。
(3)  職員参集の伝達系統及び伝達方法

ア 平常勤務時の伝達系統及び伝達方法
（ｱ) 非常配備体制が指令された場合、又は対策本部を設置した場合、総

務班長は、本部長（町長）の指示により、関係班長へ通知するととも
に、電話、庁内メール、伝令などで職員に通知する。

(ｲ) 各対策班長は、速やかに所属職員の指揮・監督を行い、災害情報の
提供、伝達、調査その他の応急対策を実施する体制を整える。

イ 休日又は退庁後の伝達
次に掲げる情報を察知したときは、統括班に連絡する。

(ｱ) 気象警報（特別警報を含む）、水防警報等災害関係の情報等が関係
機関から通知されたとき

(ｲ) 災害が発生し、緊急に応急措置を実施する必要があると認められる
とき

(ｳ) 災害発生に伴う異常現象についての通報があったとき
ウ 各班は、所属職員の住所、連絡方法を事前に把握しておき、通報を受
理後直ちに関係職員の登庁、出動の指示伝達ができるよう措置しておく。

   エ 動員・参集における留意点
(ｱ) 常に災害に関する情報、本部関係の指示に注意する。
(ｲ)  不急の行事、会議、出張等は中止する。
(ｳ) 正規の勤務時間が終了しても、課長等の指示があるまでは退庁しな

い。
(ｴ) 勤務場所を離れる場合は、所属長と連絡をとり、所在を明らかにす

る。
(ｵ) 自らの言動で住民に不安、誤解を与えない。
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４ 職員の非常参集
(1) 職員は勤務時間外、休日等に登庁の指示を受けたとき、又は災害が発生、

あるいは発生のおそれがある情報を察知したときは、災害状況により各班
長と連絡又は自らの判断により登庁する。

(2) 職員の非常登庁を要する事態が発生した場合、各班長は職員参集状況を
記録し、統括班長を通じて本部長（町長）へ参集状況を報告する。

(3)  自らの判断により非常登庁する際の留意点
ア 本部が設置された場合は、IP告知端末、電話、広報車、テレビ・ラジ
オ等により周知するものとし、職員がこの旨を知った場合は、直ちに参
集する。

イ 通信の途絶等により連絡がとれない場合は、周辺の状況等を確認のう
え、自らの判断により参集する。

(4)  登庁する際の心得
ア 服装は、応急活動ができる服装（作業服等）で安全な靴、帽子や手袋
を着装する。

イ 筆記具、飲料水（水筒）、食料、タオル、防寒具（冬期）、懐中電灯、
携帯ラジオ、応急医薬品、身分証明書（名刺）等、各自必要なものを携
行して参集する。

ウ 参集途上においては、被災者、救助活動の状況、幹線道路、建物の被
災状況、火災、消火活動の状況、水害、水防活動の状況、ライフライン
状況等の情報の収集を行う。

エ 勤務場所への参集途中において、火災の発生、又は人身事故等に遭遇
した場合、消防機関へ連絡し、周囲の住民の協力を求め、職員本人はで
きる限り迅速な参集を行う。

オ 交通機関の途絶、道路等の遮断で役場等に参集することが困難な場合
は、最寄りの公共施設へ参集し、課長等への連絡に努めるとともに、応
急活動に従事する。

５ 参集場所に直ちに向かえない場合
地震災害等で、職員自身、又は家族等が被災したり、家屋に被害が生じ、

参集場所に直ちに向かえない場合には、負傷等の程度に応じて参集する。
なお、病気やけが等の理由により、参集が不可能な場合には、必ずその旨

を課長等へ連絡する。
図表 参集場所に直ちに向かえない場合の参集の流れ
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【第２段階：初動体制の構築】～災害対策本部・各班の役割～

第１ 災害対策本部の設置
災害対策本部は、町内において災害が発生し、又は発生するおそれのある場合

で必要があると認めるとき、町長が設置し、災害予防及び災害応急対策を実施す
る。
あらかじめ災害対策本部の設置基準や本部及び各班の役割を確認しておく。
１ 災害対策本部の設置基準

災害対策本部は、次のいずれかに該当し、必要が認められる場合に設置す
る。
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２ 災害対策本部の組織
災害対策本部の組織体系は、以下のとおりである。

喜茂別町災害対策本部組織
本部長：町長 副本部長：副町長 本部付：教育長 本部員：各対策班長

３ 災害対策本部の設置場所
本部は町役場内に設置する。ただし、庁舎が被災し、使用できない場合は、

他の公共施設に設置するので、参集時によく確認しておく。

４ 災害対策本部の設置場所
対策本部の設置が決定された場合、本部に必要な資機材等の確保を行う。

・各防災関係機関の連絡先名簿
・被災状況報告その他の様式類・報告書
・テレビ
・ラジオ（停電時も使用可能なもの）
・停電用照明器具
・通信手段（電話、パソコン、ＦＡＸ）の確保
・町内の図面及び住宅地図等、地図類

15

班 班長等 所管係

統括班 まちづくり振興課長 まちづくり振興係

総務班 総務課長 総務係

財政班 会計管理者 会計係（総務係）

民生班 住民課長 住民係

税務班 住民課長兼務 税務係

救助班 保健福祉課長 子育て支援係、福祉係

農林班 農林課長 農林係

建設班 建設課長 管理係

給水班 建設課長補佐 上下水道係

教育班 教育次長 教育振興係

協力班 議会事務局長 議会事務局



５ 本部員会議の開催
本部員会議は、本部長（町長）が必要の都度招集し、開催する。
災害対策本部の設置及び本部員会議開催の流れは、次のとおりである。

【（参考）災害対策本部の設置・運営の流れ 】
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【第３段階：初動対応】～状況の把握と避難誘導、初動活動の実施～

第１ 情報の収集・報告
初動対応を実施する際は、職員の参集状況も重要であるが、町内の被災状況を

十分に把握して、適切な対策を講じることが重要である。
そのためにも、まずは情報の把握に努める。
１ 被害情報の収集と報告等

各情報収集は、動員された職員、関係機関、民間事業者等により、被害状
況に係わる必要な情報を組織的に収集し、収集した各地区の被害情報等は、
直ちに統括班を経て、本部長（町長）に報告する。

２ 情報収集～報告の手順
(1)  統括班長は、災害情報等について、本部長（町長）に報告する。
(2)  統括班長は、受理した災害情報を、各班に関係あるものについて、速や

かに該当する対策班長に通報する。
(3) 統括班長は、本部に集まった災害情報及び災害対策実施状況等を、町地

      域防災計画 「第5章 災害応急対策計画 第3節 災害広報・情報提供計画」
の定めるところにより、統括班を通じて発表する。

(4) 各班で行う被害情報収集に際しては、統括班と連絡調整をとり、相違の
ないように注意する。
なお、調査対象別担当部署は、次ページのとおりである。
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ア ライフライン被害関係
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イ 一般被害関係

ウ 災害情報の伝達系統
発災時、職員は登庁途上、若しくは外出時においては可能な限り被害

状況を収集・報告するほか、担当課毎に関係機関等の協力を得て町内の
被災状況を調査する。
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エ 集約すべき被害情報等
集約すべき被害情報等は、次のとおりとする。
これらの情報は、被害全体像の早期把握、迅速な広域応援、自衛隊災

害派遣要請の要・不要判断等に使用する。
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オ 被害情報収集の役割分担
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カ 情報分析
発災初期において、被害情報を収集・分析して適切な処置をとるとと

もに、道への速やかな報告と住民への積極的な広報を行う。

図表 災害被害情報の伝達の流れ
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第２ 避難指示等の判断基準・伝達方法
（参考）避難指示等の発令の流れ

１ 避難指示等の発令区分
(1) 避難指示等の発系区分は以下のとおりである。

25

区 分 発令時の状況 住民に寝とめる

高齢者等避難

・避難行動要支援者等、特に避難
行動に時間を要する者が避難行
動を開始しなければならない段
階であり、人的被害の発生する
可能性が高まった状況

・避難行動要支援者等、特に避難
行動に時間を要する者は、計画
された避難場所への避難行動を
開始（避難支援者は、避難行動
要支援者の避難支援行動を開
始）

・上記以外の者は、家族等との連
絡、非常用持出品の用意等、避
難準備を開始

避難指示

・通常の避難行動ができる者が避
難行動を開始しなければならな
い段階であり、人的被害の発生
する可能性が明らかに高まった
状況

・通常の避難行動ができる者は、
計画された避難場所等への避難
行動を開始



(2) 河川洪水の場合
避難指示等は、次の雨量や河川水位情報（避難判断水位、氾濫危険水位
等）、今後の気象予測、河川巡視からの報告等を含めて総合的に判断し発
令する。
なお、避難指示等の発令は、浸水する危険の高い地域及び河川浸水想定

       区域のうち、浸水深が50㎝を超えると予想されている範囲を優先として発
       令する。

図表 雨量観測地点

図表 観測地点と基準水位

ア 氾濫危険水位：洪水により、相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の
おそれがある水位

イ 避難判断水位：氾濫注意水位を超える水位であって、洪水による災害
の発生を特に警戒すべき水位で、市町村が発する避難勧告等の目安にな
る水位

ウ 氾濫注意水位：出水時に災害の起こる恐れのある水位で、水防団を出
動、又は準備させる水位

エ 水防団待機水位：出水時に水位状況を水防関係者に通報するための水
位

２ 避難指示等の判断基準
避難指示等の発令については、次の基準を参考に、各種防災気象情報、現

地情報等を収集し総合的に判断する。
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(1) 高齢者等避難の発令（判断基準）
避難行動要支援者など、避難行動に時間を要する者及び避難所までの距

離が遠い者が避難を開始しなければならない段階であり、人的被害の発生
する可能性が高まった状況で、その基準は次による。

(2) 避難指示の発令（判断基準）
通常の避難行動ができる者が避難行動を開始しなければならない段階で

あり、人的被害の発生する可能性が明らかに高まった状況や、気象危険警
報等が発表、又は災害が発生するおそれがある場合に、事前の避難基準、
又は安全な場所へ避難させるための基準は、次による。

３ 避難指示等の伝達方法
避難指示等の伝達は、災害の種別や規模、伝達すべき区域の範囲、時間帯

等を考慮し、IP告知端末や車両による広報、報道各社への放送要請、町ホー
ムページへの掲載などを行うとともに、各町内会役員、地域団体などへの電
話等、様々な手段で実施する。
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【伝達先・伝達方法】

４ 避難指示等の伝達文（災害広報文例）

 (1) 高齢者等避難（警戒レベル３相当）

 (2) 避難指示（警戒レベル４相当）
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(2) 避難指示（警戒レベル４相当）

 (3) 地震発生時の伝達
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(4) ５段階の警戒レベルと防災気象情報
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(5) 喜茂別町における土砂災害警報・注意報、大雨警報・注意報、氾濫警報・
注意報の基準
ア 土砂災害警報・注意報

イ 大雨警報・注意報

（基準Ⅳ：大雨特別警報の指標に用いる基準値、基準Ⅱ：大雨危険警報
の表面雨量指数基準を大きく超過した値、基準Ⅱ：大雨警報、基準Ⅰ：
大雨注意報）

ウ 氾濫警報・注意報

（基準Ⅳ：氾濫特別警報の指標に用いる基準値、基準Ⅲ：氾濫危険警報
の流域雨量指数基準を大きく超過した値、基準Ⅱ：氾濫警報、基準Ⅰ：
氾濫注意報）

31

空 欄 基準値の設定なし



第３ 避難誘導・避難所開設
被災情報の把握とともに、住民の生命の安全を確保するために、避難誘導

を行う。
風水害等では、気象情報等をもとに、あらかじめ避難を促すことも必要で

ある。
特に、住民は「高齢者等避難」「避難指示」の程度を把握していない場合
もあるので、起こりうる（あるいは発生した）災害の状況や避難の必要性
等を住民に伝えながら、避難誘導を進める。

（参考）避難誘導・避難所開設の流れ

１ 避難指示等伝達事項
住民への「高齢者等避難」「避難指示」を行う際の伝達事項は、次のペー

ジのとおりである。
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図表 住民への主な伝達項目

２ 住民への周知及び関係機関への連絡
避難措置を実施するときは、IP告知端末、広報車、ラジオ・テレビ、警

鐘・サイレン等の信号、消防団員等による伝達、町内会等の協力、携帯メー
ル、その他の連絡手段等により、住民への周知徹底を図る。

また、町、道、後志総合振興局、警察及び自衛隊は、避難措置を行った場
合、その内容について相互に連絡通報する。

３ 避難指示等の伝達
難指示等の伝達は、災害の種別や規模、伝達すべき区域の範囲、時間帯等

を考慮し、車両による広報、報道各社への放送要請、町ホームページへの掲
載などを行うとともに、町内会長などへの電話等様々な手段で実施する。

４ 避難誘導について
避難誘導の際は、次の避難誘導要領に従い、道路の状況及び危険箇所の位

置等を確認する等、安全の確保を第一に進める。
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避難誘導要領

５ 避難所の開設・運営について
(1) 避難所の運営については、町職員が現地に赴き、町内会、地域団体等と

協力して実施する。（細部については、喜茂別町避難所運営マニュアルに
よる。）

(2) 救援物資の調達及び配分は、主に救護班が実施する。
(3) 救護所では高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者に配慮する。
(4)  避難が長期化する場合は、住民の心身の健康に配慮するほか、避難所運

      営は住民による自主運営を原則とし、職員は運営を支援する。
(5) 避難所の開設・運営の流れを次のページに示す。
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図表 （参考）避難所の開設・運営の流れ
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(6) 避難所レイアウト一例

(7)  感染症対策を考慮した避難所における事前受付のレイアウト（例）
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(8) 避難所開設後、直ちに設置すべきもの

(9） 避難所に逐次、配置すべきもの



第４ 災害別初動対応
風水害の場合は、気象警報等により災害の発生が予見でき、段階的に対策を

講じることが可能であるが、地震災害の場合は、突発的に発生することから緊
急に対策活動を開始する必要があるなど、災害時の初動対応は状況によって異
なる。

ここでは、状況ごとの初動期の主な活動を示す。
本部の対策状況や町内の被災状況を常に把握しながら、各班での必要な対応に
向けた準備を進め、速やかに初動対応を行う。

なお、各班ともに、活動状況を適宜、町災害対策本部へ報告する。
その他、 統括班（災害対策本部）及び総務班より、他の班から協力要請が

あった場合は、可能な限り協力する。
１ 災害別初動対応の流れ
(1) 風水害・雪害等の初動対応の流れ
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(2) 地震災害の初動対応の流れ
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(3) 原子力災害時の活動体制の流れ
原子力災害時の活動体制は、次のとおり「警戒体制」、「災害警戒本部

体制」、「災害対策本部体制」の３体制とする。

※１「特別警戒事象」
①原子力施設等立地道府県において、震度６弱以上の地震が発生した場合
②原子力施設等立地道府県において、大津波警報が発令された場合
③日本海地震注意報が発表された場合
④原子力規制庁の審議官または原子力防災課事故対策室長が必要と認める
原子力施設の重要な故障等

⑤その他原子力規制委員長が原子力規制委員会原子力事故警戒本部の設置
が必要と判断した場合

※２「特定事象」
①敷地境界付近に設置した放射線測定設備において１地点で１０分以上、
２地点以上で５マイクロシーベルト毎時(μＳｖ／h）以上の放射線量を
検出時
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②排気筒などの通常放出場所において、拡散などを考慮して敷地境界で５
マイクロシーベルト毎時（μＳｖ／h）以上相当の放射性物質を１０分
以上検出時

③火災、爆発などが生じ、管理区域の外で５０マイクロシーベルト毎時
（μＳｖ／h）以上に相当する放射線物質を検出時

④臨海事故の発生又はそのおそれがある状態
⑤制御棒の挿入による原子炉停止ができない状態
⑥その他、原子力緊急事態に該当する事象

２ 災害対策本部の事務分掌（業務分担）
喜茂別町における災害時の所掌事務では共通事項として、対策本部からの

決定事項に基づき、所管する事務に対する対策について、実施にあたって記
録は各班で行い、各班でとりまとめて本部へ報告する体制を構築する。

また、初動期に職員の効率的な人員配置を行い、円滑な初動活動等を進め
る体制として、統制班の指示のもと、他の班の応援・支援等の業務を行う。

なお、他班の協力にあたる際は、本事務分掌で活動内容を確認し、協力す
る。
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※その他災害に関する所掌事項に関すること
他の班の応援・支援等の業務につくことを意味する。

災害発生時には、初動体制の構築及び参集状況により、避難対策や避難行動要支援者
及び要配慮者対策に関わる業務、また、救助などの各業務については、当該部班のみ
で対応することは困難であることも想定されるため、※の記載の班は、当該班の指示
のもと、他の班の応援・支援等の業務に就く。
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３ 各班の初動時の業務内容
(1) 【共通事項】本部への報告・活動の原則
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(2) 統括班
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(3) 総務班

総務班 【初動期の主な活動】
○風水害発災前の対応

①職員の待機・応急体制の事前周知
②職員への参集指示の準備

● 職員（家族）の安否確認と職員の配備、動員を図るこ
と

● 状況に応じて職員の人員調整を行い、他班の応援に対
応すること

● 庁舎の被害状況を把握すること
● 非常時における通信機器の確保を行うこと
● 庁舎の被害状況を把握すること
● 統括班より、他班から応援要請があった場合は、可能

な限り協力すること

総務課 総務係

初 動 活 動 概 要

発災前・発生より数時間 発生より半日 １～２日

[職員配置・対応]

1  職員（家族）の安否確
認

2  登庁職員数を本部へ報
告

3  他班から応援要請を把
握

1  職員の給食の手配
2  職員の給食実施

職員への給食広報、避
 難所担当職員への配食
3．各班との調整及び指示

本部会議等での調整事
 項を各班へ指示

1  職員の健康管理
2  職員の給食実施
3  各班との調整及び指示

本部会議等での調整事
 項を各対策班へ指示
4  他市町村及び関係機関
 への派遣要請の検討

[通信体制の確保・庁舎・公共施設の被害確認] 

1 通信、情報機器の被害

状況の把握

2 庁舎の建物･設備など

の被害調査

他の公共施設の建物･
 設備などの被害調査

1  庁内ライフライン、そ
 の他設備被害のとりま
 とめ
2  本部へ被害状況の報告
3  ライフライン応急措置
 実施
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(4) 財政班
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(5) 民生班
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(6) 税務班
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(7) 救助班
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(8) 農林班
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(9) 建設班
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(10) 給水班
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(11) 教育班
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(12) 協力班
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[参考資料]
１ 喜茂別町災害対策本部レイアウト（基準）

喜茂別町災害対策本部は、役場庁舎内（２階大会議室）に設置する。ただし、役
場庁舎が使用不能となった場合は、その他の公共施設で町長の指定する場所を代替
場所とする。
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２ 災害対策本部の必需品
災害対策本部設置予定の役場庁舎２階大会議室あるいは近傍に備品を事前準備す

る。

災害対策本部を設置した場合は、大会議室前に看板、建物入口付近に案内板を設
置する。

□ 電話
□ ＦＡＸ
□ ＦＡＸ用紙
□ 被害状況書き込み用地図
□ 住宅地図
□ その他地図類
□ テレビ
□ ラジオ
□ ＰＣ
□ ブリンタ
□ コピー機
□ コピー用紙
□ プロジェクター
□ ホワイトボード
□ ホワイトボードペン
□ フェルトペン（赤、黒）
□ 付箋紙
□ 模造紙
□ セロハンテープ
□ ファイル
□ マグネット
□ 電池
□ ハンドマイク
□ 懐中電灯
□ 投光器
□ カメラ
□ ビデオ
□ その他記録機器
□ 物資（飲料水、食料等）
□ 発電機
□ 地域防災計画（町、道）
□ 各種報告様式類
□ その他必要な備品
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３ 関係機関連絡先
(1) 喜茂別町（役場・消防署・公共施設等）

(2) 保育所

(3)  学校（小中学校）

名 称 所 在 地 電話番号

喜茂別町立保育所 虻田郡喜茂別町字喜茂別22番地の3 0136-33-2142



62

(4) 指定地方行政機関

(5)  自衛隊

(6)  北海道

(7)  警察署 

  

名 称 所 在 地 電話番号

後志総合振興局 地域創生部 危機
対策室

虻田郡倶知安町北1条東2丁目 0136-23-1341

教育庁後志教育局 虻田郡倶知安町北1条東2丁目 0136-33-1976

後志総合振興局 小樽建設管理部 小樽市朝里川温泉2丁目745番地 0134-54-7670

後志総合振興局 小樽建設管理部
真狩出張所

虻田郡真狩村字真狩117番地2 0136-45-2136

後志総合振興局 保健環境部保健福
祉室 倶知安保健所

虻田郡倶知安町北1条東2丁目 0136-23-1914

後志農業改良普及センター 虻田郡倶知安町旭57番地の1 0136-22-1072

家畜保健衛生所 虻田郡倶知安町旭15番地 0136-22-2010

後志総合振興局 産業敦煌部 森林
室

虻田郡倶知安町南4条西1丁目25-1 0136-22-1152

名 称 所 在 地 電話番号

倶知安警察署 虻田郡倶知安町南1条東2丁目 0136-22-0110

倶知安警察署喜茂別交番 虻田郡喜茂別町字喜茂別290-3 0136-33-2002
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(8) 指定公共機関

(9)  その他の公共的団体

(10) 近隣市町村（後志振興局管内市町村）

名 称 所 在 地 電話番号

ようてい農業協同組合 喜茂別支所 虻田郡喜茂別町字喜茂別22番地の57 0136-33-2316

喜茂別町商工会 虻田郡喜茂別町字喜茂別243番地 0136-33-2329

ようてい森林組合 虻田郡京極町字春日170番地 0136-42-2211

喜茂別町建設協会(㈱日道建設運輸) 虻田郡喜茂別町字喜茂別355番地 0136-33-2629

喜茂別町社会福祉協議会 虻田郡喜茂別町字喜茂別15番地の1 0136-33-3024
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４ 避難所等
町内の避難所に関しては、次のとおりとなり、災害の発生地区や種別等を踏まえ運

用する。
なお、町の避難所の考え方としては、

(1) 滞在が可能な避難所を最優先に開設し、自主避難者の受入れを可能な状態にする。
(2) 避難所は災害の種別、各地区の状況に基づき、開設可能な避難所を指定する。

（※浸水、建物の状況等）
(3) 各地区の最寄り避難所を地区との連絡拠点、一時避難所として住民の一時避難に

備えるほか、集団避難をする場合の一時集合場所として活用する。

図表 避難所・避難場所一覧

  



65

(4) 指定緊急避難場所の対象とする異常な現象の種類
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５ 参集途上状況報告書（勤務時間外に参集した場合に作成）

  

※欄が足りない場合は複数枚にわたって記入
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